
 

 

平成３１年度原子力施設等防災対策等委託費（火山性地殻変動と地下構造及びマグマ活動に

関する研究）事業に係る企画競争募集要領 

 

平成３１年２月５日 

原子力規制庁長官官房技術基盤グループ地震・津波研究部門 

 

原子力規制庁（以下規制庁とする。）では、「平成３１年度原子力施設等防災対策等委託費（火

山性地殻変動と地下構造及びマグマ活動に関する研究）事業」を実施する委託先を、以下の要領

で広く募集する。 

 

１． 委託業務の目的 

本業務は、地下構造探査、地殻変動観測等の最新知見に基づく調査から、原子力施設に影

響を与える火山活動の可能性をより定量的に評価するための評価基準・指標及び火山活動モ

ニタリング評価基準・指標を作成することを目的する。 

 

２． 委託業務の内容 

（１）活動的カルデラ火山の地下構造調査 

活動的カルデラの地下構造の調査を行う。調査対象とする火山は、原則として姶良カルデラ火

山とする。これまでに規制庁で設置している機器に加え、カルデラ内の無人島や岩礁等への地震

計の設置を検討し、観測点を増設し地震波観測を実施する。また、地下 15km 付近に観測された

低速度領域の反射面を定常的に捕らえ、変化を検知するモニタリング手法としての有効性を検討

する。 

なお、姶良カルデラ以外に観測に有効なカルデラ火山がある場合、その火山を対象とする提案

も可とする。 

 

（２） 活動的カルデラ火山の火山性地殻変動とマグマ活動に関する調査 

（1）の活動的カルデラ火山の地下構造調査と合わせて、姶良カルデラの周辺及び錦江湾内に

点在する岩礁や無人島への GNSS 設置を検討しカルデラ内の観測点拡充を図り、地殻変動の観測

を行う。得られた観測データを基に、地下構造解析や地下のマグマ溜まりの蓄積量の検討を行う。 

また、最も変動幅が大きいと考えられているカルデラ内の海底地殻変動観測手法について検討

する。検討手法については、イタリア国立地球物理学火山学研究所（以下 INGV とする）が行っ

ている海底地殻変動観測手法を主に、姶良カルデラへの適応性を検討する。 

なお、INGVの手法以外に有効な海底地殻変動観測手法がある場合、その手法を対象とする提案

も可とする。 

 

（３）活動的カルデラのシミュレーションモデルによる火山性地殻変動の検討 

本検討では、粘弾性地殻変動モデルで予測される地表面変動の振る舞いから地殻内のどの深さ

にどの程度のマグマが存在しているのかをとらえていく方法を検討する。具体的には、粘弾性地

殻変動モデルをマグマの時空間変化に適用し、マグマ蓄積量を推定する科学的知見を蓄積する。 



 

（４）委員会等 

上記（１）から（３）までについては、外部有識者（４名程度）を選定して研究計画や期待さ

れる成果について専門的な意見・助言及びレビューを受けることを目的とした委員会を設置し、

研究手法、進捗状況、結果の評価・とりまとめ等を行う会議を、年２回程度を目安として適宜開

催し、それぞれの検討を進める。また、必要に応じて、規制庁と協議の上、委員外の専門家や学

識経験者等を招聘すること。 

 

３． 事業実施期間 

契約締結日～平成３２年３月３１日 

 

４． 応募資格 

（１）予算決算及び会計令（以下「予決令」という。）第７０条の規定に該当しない者である

こと。なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同

意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

（２）予決令第７１条の規定に該当しない者であること。  

（３）平成２８・２９・３０年度環境省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」の

「Ａ」の等級に格付けされている者であること。ただし、平成３１・３２・３３年   

度環境省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」を引き続き取得すること。 

（４）原子力規制委員会からの補助金交付等停止措置又は指名停止措置が講じられている者

ではないこと。 

（５）当該企画競争に係る説明会に参加した者であること。 

（６）別紙において示す暴力団排除に関する誓約事項に誓約の上、提出できる者であること。 

 

５． 契約の要件 

（１）契 約 形 態：委託契約 

（２）採 択 件 数：１件 

（３）予 算 規 模：９５，０００，０００円を上限する。なお、最終的な実施内容、契約金

額については、規制庁と調整した上で決定する。 

（４）成果物の納入：事業報告書の電子媒体１部及びその印刷物を規制庁に納入する。 

※電子媒体を納入する際、規制庁が指定するファイル形式に加え、透明

テキストファイル付ＰＤＦファイルに変換した電子媒体も併せて納入す

ること。 

（５）委託金の支払時期：委託金の支払いは、原則として、事業終了後の精算払とする。 

※事業終了前の支払い（概算払）が認められる場合は制限されているの

で注意のこと。 

（６）支払額の確定方法：事業終了後、事業者より提出する実績報告書に基づき原則として現地調査

を行い、支払額を確定する。 



支払額は、契約金額の範囲内であって実際に支出を要したと認められ

る費用の合計となる。このため、全ての支出には、その収支を明らかにし

た帳簿類及び領収書等の証拠書類が必要となる。また、支出額及び内容

についても厳格に審査し、これを満たさない経費については、支払額の

対象外となる可能性もある。 

 

６． 応募手続き 

（１）募集期間 

    募集開始日：平成３１年２月５日（火） 

    締切日  ：平成３１年３月１日（金）１２時必着 

（２）説明会の開催 

開催日時：平成３１年２月１３日（水）１７：３０～１８：００ 

説明会への参加を希望する方は、１１．問い合わせ先へ平成３１年２月８日（金）１２

時までにご連絡すること。 

連絡の際は、メールの件名（題名）を必ず「平成３１年度原子力施設等防災対策費等委

託費（火山性地殻変動と地下構造及びマグマ活動に関する研究）事業説明会出席登録」と

し、本文に「所属組織名」「出席者の氏名（ふりがな）」「所属（部署名）」「電話番号」「Ｆ

ＡＸ番号」「E-mailアドレス」を明記すること。 

なお、会場の都合により、説明会への出席につきましては、応募単位毎に２名までとす

る。（複数組織での共同応募を予定している場合は共同で応募される複数組織を一応募単

位とし、その中から２名までの出席とする。）説明会の会場につきましては登録した、「E-

mailアドレス」まで連絡する。また、出席者多数の場合は説明会を複数回に分け、時間を

調整することがある。 

 

（３）応募書類 

① 以下の書類を一つの封筒に入れてください。封筒の宛名面には、「平成３１年度原子力施

設等防災対策等委託費（火山性地殻変動と地下構造及びマグマ活動に関する研究）申請書」

と記載する。 

・申請書（様式１）＜申請書１部＞ 

・企画提案書（様式２）＜１部＞ 

・会社概要票及び直近の過去３年分の財務諸表＜１部＞ 

・会社パンフレット＜１部＞ 

② 提出された応募書類は本事業の採択に関する審査以外の目的には使用しない。 

なお、応募書類は返却しない。機密保持には十分配慮するが、採択された場合には、「行

政機関の保有する情報の公開に関する法律」（平成１１年５月１４日法律第４２号）に基

づき、不開示情報（個人情報、法人の正当な利益を害する情報等）を除いて、情報公開の

対象となる。 

  ③ 応募書類等の作成費は経費に含まれない。また、選定の正否を問わず、企画提案書の作



成費用は支給されない。 

  ④ 企画提案書に記載する内容については、今後の契約の基本方針となるので、予算額内で

実現が確約されることのみ表明すること。なお、採択後であっても、申請者の都合により

記載された内容に大幅な変更があった場合には、不採択となることがある。 

 

（４）応募書類の提出先 

応募書類は郵送・宅配便等により以下に提出すること。 

〒１０６－８４５０ 東京都港区六本木１－９－９ 

原子力規制庁 長官官房技術基盤グループ地震・津波研究部門 

「平成３１年度原子力施設等防災対策等委託費（火山性地殻変動と地下構造及びマグマ

活動に関する研究）事業」担当あて 

※ 持参、ＦＡＸ及び電子メールによる提出は受け付ない。資料に不備がある場合は、

審査対象とならないので、記入要領等を熟読の上、注意して記入すること。 

※ 締切を過ぎての提出は受け付けられない。郵送等の場合、配達の都合で締切時刻ま

でに届かない場合もあるため、期限に余裕をもって送付すること。 

 

７． 審査・採択について 

（１）審査方法 

採択にあたっては、第三者の有識者で構成される委員会で審査を行い決定する。なお、

応募期間締切後に、必要に応じて提案に関するヒアリングを実施する場合がある。 

（２）審査基準 

以下の審査基準に基づいて総合的な評価を行う。 

① ４．の応募資格を満たしているか。 

②提案内容が、１．本事業の目的に合致しているか。 

② 事業の実施方法、実施スケジュールが現実的か。 

③ 事業の実施方法等について、本事業の成果を高めるための具体的な提案（妥当性、

独自性、独創性、効率性等）が見られるか。 

⑤本事業の関連分野に関する知見を有しているか。 

⑥本事業を円滑に遂行するために、事業規模等に適した実施体制をとっているか。 

⑦コストパフォーマンスが優れているか。また、必要となる経費・費目を過不足無く

考慮し、適正な積算が行われているか。 

 

（３）採択結果の決定及び通知について 

採択された申請者については、規制庁のホームページで公表するとともに、当該申請者

に対しその旨を通知する。 

 

８． 契約について 

採択された申請者について、規制庁と提案者との間で委託契約を締結することになる。



なお、採択決定後から委託契約締結までの間に、原子力規制庁との協議を経て、事業内容・

構成、事業規模、金額などに変更が生じる可能性がある。 

契約書作成に当たっての条件の協議が整い次第、委託契約を締結し、その後、事業開始

となる。また、契約条件が合致しない場合には、委託契約の締結ができない場合もある。 

なお、契約締結後、受託者に対し、事業実施に必要な情報等を提供することがあるが、

情報の内容によっては、守秘義務の遵守とする場合がある。 

また、契約は平成３１年度のみの単年度契約となるが、平成３１年度の業務実績が良好

と認められた場合には、提出された企画書等を踏まえて平成３２年度以降の契約を締結す

る。ただし、平成３２年度以降の契約は、所要の予算措置が講じられた場合に行いうるも

のであり、平成３２年度以降の「予算見込額」に比較して大幅な予算額の変更及び予算内

容の変更等が生じたときは、契約を締結しないことがある。 

 

９． 経費の計上   

（１）経費の区分 

本事業の対象とする経費は、事業の遂行に直接必要な経費及び事業成果の取りまとめに

必要な経費であり、具体的には以下のとおりである。 

 

経費項目 内容 

Ⅰ．人件費 事業に直接従事する者の直接作業時間に対する人件費 

Ⅱ．事業費  

旅費 事業従事者に対する事業を行うために必要な交通費、日当、宿泊

費 

会場費 事業（会議、講演会、シンポジウム）を行うために必要な会場借

料及び茶菓料（お茶代）等 

謝金 事業を行うために必要な謝金（委員謝金等） 

設備費 事業を行うために必要な機械装置及び工具器具備品等の購入、製

造、借用、修繕又は据付けに必要な経費 

物品購入費 事業を行うために直接必要な物品（当該事業のみで使用されるこ

とが特定・確認できるもの。原材料及び消耗品費等（諸経費の中

の一般管理費で購入するものを除く。））の購入に要する経費 

外注費 事業を行うために必要な経費の中で、事業者が直接実施すること

が出来ないもの又は適当でないもの（機械装置又は工具器具部品

等の設計、製造、改造、修繕又は据付け、試料の製造、分析鑑定

等）の外注に要する経費 

※ただし、軽微な再委託（①１００万円未満の再委託・外注、②

印刷費、会場借料（会場提供者からの付帯設備を含む。）、翻訳



費その他これに類するもの）については、この項目には計上せ

ず他の適当な項目に計上すること。 

印刷製本費 事業で使用するパンフレット・リーフレット、事業成果報告書等

の印刷製本に関する経費 

補助職員人件費 事業に直接従事する補助職員（アルバイト等）に係る経費 

その他諸経費 

 

事業を行うために必要な文献購入費、法定検査、検定料、特許出

願関連費用等に係る経費 

Ⅲ．再委託費 

 

事業を行うために必要な経費の中で、事業者が直接実施すること

が出来ないもの又は適当でないもの（調査、工作物の作成、組立

等及び大学、高等専門学校、独立行政法人化した研究所、公設試

験研究機関等からの技術指導費等）の一部を委託するのに必要な

経費 

※ただし、軽微な再委託（①１００万円未満の再委託・外注、②

印刷費、会場借料（会場提供者からの付帯設備を含む。）、翻訳

費その他これに類するもの）については、この項目には計上せ

ず他の適当な項目に計上すること。 

Ⅳ．一般管理費 

 

事業を行うために必要な経費の中で、エビデンスによる照合が困

難な経費（当該事業とその他の事業との切り分けが困難なもの）

について、契約締結時において一定割合支払を認められる間接経

費。 

具体的には、当該事業を行うために必要な家賃、水道光熱料、コ

ンピュータ使用料、回線使用料、文房具などの汎用的な消耗品等、

当該事業に要した経費として抽出・特定が困難な経費。（これら

にあっても事業の特定が可能なものは、事業費に計上すること。） 

 

（２）直接経費として計上できない経費 

 ・建物等施設に関する経費 

 ・事業内容に照らして当然備えているべき機器・備品等（机、椅子、書棚等の什器類、事務機

器等） 

 ・事業実施中に発生した事故・災害の処理のための経費 

 ・その他事業に関係ない経費 

 

１０． 問い合わせ先 

〒１０６－８４５０ 東京都港区六本木１－９－９ 

原子力規制庁 長官官房技術基盤グループ 地震・津波研究部門 

担当：安池由幸 

FAX：０３－５１１４－２２３６ 

E-mail：yoshiyuki_yasuike@nsr.go.jp 



 

問い合わせは電子メール又はＦＡＸとする。電話での問い合わせは受付ない。 

なお、問い合わせの際は、件名（題名）を必ず「平成３１年度原子力施設等防災対策等委

託費（火山性地殻変動と地下構造及びマグマ活動に関する研究）事業」とすること。他の件

名（題名）では問い合わせに回答できない場合がある。 

 

 

 

以上 



（様式１） 

受付番号 

※記載不要 
 

原子力規制庁 あて 

 

 

平成３１年度原子力施設等防災対策等委託費 

（火山性地殻変動と地下構造及びマグマ活動に関する研究）事業 

申請書 

 

 

申
請
者 

企業・団体名  

代表者役職・氏名  

印または署名 

所在地  

連
絡
担
当
窓
口 

氏名（ふりがな）  

所属（部署名）  

役職  

電話番号 

（代表・直通） 
 

Ｅ－ｍａｉｌ  



（様式２） 

受付番号 

※記載不要 
 

 

平成３１年度原子力施設等防災対策等委託費 

（火山性地殻変動と地下構造及びマグマ活動に関する研究）事業 

企画提案書 

 

１．事業の実施方法 

＊募集要領の２．事業内容の項目ごとに、具体的な実施方法及び内容を記載すること。 

＊本事業の成果を高めるための具体的な提案（妥当性、独自性、独創性、効率性等）を記載す

ること。 

 

２．実施スケジュール（１．の実施が年度毎に分かること） 

 

３．事業実績 

類似事業の実績 

・事業名、事業概要、実施年度、発注者等（自主事業の場合はその旨） 

 

４．実施体制 

＊実施責任者略歴、研究員数等及び実施者の業務内容 

＊外注、再委託を予定しているのであればその内容 

 

５．事業費総額（円）※記載している費目は例示。募集要領９．（１）経費の区分に応じて必

要経費を記載すること。 

Ⅰ 人件費  

Ⅱ 事業費 

旅費、会場費、謝金、補助職員人件費等 

Ⅲ 再委託費 

Ⅳ 一般管理費 

小計 

 消費税及び地方消費税  

総額               円（※総額は委託予定額の上限内に収めること。） 

  



別紙 

 

暴力団排除に関する誓約事項 

 

 当社（個人である場合は私、団体である場合は当団体）は、下記事項について、申請書（見積

書）の提出をもって誓約いたします。 

 この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなって

も、異議は一切申し立てません。 

  また、官側の求めに応じ、当方の役員名簿（有価証券報告書に記載のもの（生年月日を含む。）。

ただし、有価証券報告書を作成していない場合は、役職名、氏名及び生年月日の一覧表）及び登

記簿謄本の写しを提出すること並びにこれらの提出書類から確認できる範囲での個人情報を警

察に提供することについて同意します。 

 

記 

 

１．次のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはありません。 

（１）契約の相手方として不適当な者 

 ア 法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人であ

る場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、

団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、

暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号）第

２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同法第２条第６号に規

定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

 イ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加

える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

 ウ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど

直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

 エ 役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 

 

（２）契約の相手方として不適当な行為をする者 

  ア 暴力的な要求行為を行う者 

  イ 法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 

  ウ 取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者 

  エ 偽計又は威力を用いて会計課長等の業務を妨害する行為を行う者 

  オ その他前各号に準ずる行為を行う者 

 

２．暴力団関係業者を再委託又は当該業務に関して締結する全ての契約の相手方としません。 

 



３．再受任者等（再受任者、共同事業実施協力者及び自己、再受任者又は共同事業実施協力者が

当該契約に関して締結する全ての契約の相手方をいう。）が暴力団関係業者であることが判

明したときは、当該契約を解除するため必要な措置を講じます。 

 

４．暴力団員等による不当介入を受けた場合、又は再受任者等が暴力団員等による不当介入を受

けたことを知った場合は、警察への通報及び捜査上必要な協力を行うとともに、発注元の契

約担当官等へ報告を行います。 


